
 

 

 

 

 

 

 

福津市の財務諸表 
（平成２４年度決算 連結分） 

 

 

          普通会計 

          国民健康保険事業特別会計 

          介護保険事業特別会計 

          後期高齢者医療事業特別会計 

          公共下水道事業特別会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

<目      次> 

 

 

 

    項    目                        ページ数 

  

１ 連結財務書類作成のフロー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

２ 連結財務書類とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

３ 連結の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

４ 連結財務書類の読み方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （１）連結貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  （２）連結行政コスト計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  （３）連結純資産変動計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

（４）連結資金収支計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

連結貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料５ 

連結行政コスト計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料６ 

連結純資産変動計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料７ 

連結資金収支計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





２ 連結財務連結財務連結財務連結財務書類書類書類書類とはとはとはとは  

 

 連結財務書類とは、普通会計のほか、自治体を構成するその他の特別会計や、自治体と

連携協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施主体

としてとらえ、公的資金等によって形成された資産の状況、その財源とされた負債・純資

産の状況等を総合的に明らかにすることを目的として作成する財務書類です。 

連結財務書類には、連結グループという一つの行政サービス実施主体が外部と行った取引

により発生した資産・負債、行政コスト・収益等のみを計上することとなるため、連結対

象となる会計・団体・法人間で行われた取引は原則としてすべて相殺消去します。 

連結財務書類は、次の３つから作成されます。 

①連結対象会計・団体法人の個別財務書類の作成・読替 

②連結対象会計・団体法人の個別財務書類の修正 

③単純合算及び内部取引の相殺消去 

 

３ 連結連結連結連結のののの範囲範囲範囲範囲  

地方自治体として公共サービスを提供する普通会計及びすべての公営事業会計はもちろん

のこと、いくつかの自治体と共同で事務処理を行う一部事務組合などが対象となります。 

今回は、普通会計に加えて国民健康保険、介護保険、後期高齢者、および公共下水道特別

会計を連結ベースで作成しております。 

 

４ 連結財務書類連結財務書類連結財務書類連結財務書類のののの読読読読みみみみ方方方方        

（（（（１１１１））））【【【【連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表】】】】 

・公共資産 

 「公共資産」は普通会計貸借対照表と同じく「有形固定資産」と「売却可能資産」から

構成されていますが、「有形固定資産」の行政目的別に⑧収益事業と⑨その他が加わってい

ます。連結対象となる会計・団体・法人の有形固定資産は、それぞれの目的にしたがって

各区分が計上されますが、公営ギャンブルや宝くじ事業の有形固定資産は⑧収益事業に、

いずれの区分にも分けがたい団体の有形固定資産ついては、⑨その他に計上されます。 

・投資等 

 「投資等」はほとんど普通会計とかわりませんが、「投資及び出資金」については、普通

会計貸借対照表に計上されていた連結対象となる会計・団体・法人に対する出資金等すべ

て相殺消去されますので、通常は普通会計貸借対照表の金額よりも小さくなります。 

・「負債」は、固定負債と流動負債に分類されます。内容は普通会計貸借対照表とほとんど

同じですが、連結対象となる会計・団体・法人それぞれの地方債や借入金の残高がわかり

ますので、どういった事業・団体・法人で地方債や借金が大きいのかを把握することがで

きます。 



・「純資産」については、「他団体及び民間出資分」の科目が加わっています。共同設立の

公社や第三セクター等に対する他団体及び民間の出資額が計上されますので、連結団体に

どの程度他団体及び民間の資金が出資されているかがわかります。 

 

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表のののの抜粋抜粋抜粋抜粋    

借  方 貸  方 

区分 

 

金額 

（百万円） 

１人あたり 

（千円） 

構成比 

（％） 

区分 

 

金額 

（百万円） 

１人あたり 

（千円） 

構成比 

（％） 

（資産）    負債 37,250 649 35.0 

公共資産 89,967 1,569 84.5 固定負債 35,087 611 33.0 

投資等 10,171 177 9.6 流動負債 2,163 38 2.0 

流動資産 6,297 110 5.9 純資産 69,185 1,207 65.0 

資産計 106,435 1,856 100 負債資産計 106,475 1,856 100 

平成２５年３月３１日人口：５７，３５４人 

 

 

（（（（２２２２））））【【【【連結行政連結行政連結行政連結行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書】】】】        

連結行政コスト計算書の様式は普通会計行政コスト計算書の様式とほとんど同じです。行

政目的別の区分については、有形固定資産と同様に連結対象となる会計・団体・法人の事

業内容に応じて区分されますので、普通会計行政コスト計算書に比べて金額が非常に大き

くなった区分については、どのような会計・団体・法人が影響を与えているかを分析する

必要があります。今回の連結ベースでは、福祉の構成比率が６０．１％と大きな割合を占

めています。下水道事業会計の影響が大きい団体では、①生活インフラ・国土保全の金額

が大きくなり、また、水道事業会計が大きい団体では、④環境衛生の金額が大きくなりま

す。本市の場合は、水道、ゴミ処理等を一部事務組合で実施しているので、今後、連結対

象の範囲を一部事務組合まで対象とすると、環境衛生計上額の割合が大きくなります。 

また、基本的に、連結対象となる会計・団体・法人の収入は、当該会計・団体・法人が実

施する事業に対する受益者負担と考えられますので、これらの収入は、連結行政コスト計

算書の経常収益に計上されます。 

経常行政コストと経常収益合計との比率（ｄ／a）は、生活インフラ・国土保全では２３．

２％、福祉では４２．８％、環境衛生では１０．０％となっており、連結ベースにおいて

も経常行政コストの多くが受益者負担以外の税金等で賄われていることがわかります。 

 

 

 

 



（（（（３３３３））））【【【【連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書】】】】        

連結純資産変動計算書についても普通会計とほぼ同じです。なお、臨時損益項目に「収益

事業純損失」の科目がありますが、収益事業は通常財政資金の調達を目的としていますの

で、損失が発生した場合は臨時損失として連結純資産変動計算書に計上されます。「収益事

業純損失」が計上されている場合は、赤字の収益事業を抱えていることがわかります。 

 

（（（（４４４４））））【【【【連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書】】】】        

連結資金収支計算書については、まず対象とする「資金」の範囲が普通会計とは異なるこ

とに注意する必要があります。普通会計の資金収支計算書では歳計現金のみがその範囲で

したが、連結資金収支計算書では財政調整基金や減債基金も「資金」に含まれます。 

連結対象となる会計・団体・法人における借入金の借入についても、普通会計における地

方債の発行と同様にその目的に応じて区分されます。したがって、公共投資整備のための

借入や経常的な支出を賄うための借入がそれぞれどの程度あるかを把握することができま

す。 

 

 

※ 分析中の本文は、「新地方公会計制度の徹底解説：㈱ぎょうせい発行」から一部引

用しています。 

 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 61,806,558 ①普通会計地方債 17,752,720

②教育 14,272,171 ②公営事業地方債 14,367,475

③福祉 3,666,141  地方債計 32,120,195

④環境衛生 433,805 (2) 長期未払金

⑤産業振興 5,395,752 (3) 引当金 2,966,954

⑥消防 442,492 （うち退職手当等引当金） 2,966,954

⑦総務 3,541,345 （うちその他の引当金）

⑧収益事業 (4) その他

⑨その他 固定負債合計 35,087,149

有形固定資産計 89,558,264

(2) 無形固定資産 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 408,730 (1) 翌年度償還予定地方債 2,004,325

公共資産合計 89,966,994 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

(3) 未払金

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当

(1) 投資及び出資金 3,095,521 (5) 賞与引当金 159,279

(2) 貸付金 27,770 (6) その他

(3) 基金等 6,694,742 流動負債合計 2,163,604

(4) 長期延滞債権 606,122

(5) その他 負　　債　　合　　計 37,250,753

(6) 回収不能見込額 △ 252,916

投資等合計 10,171,239

３　流動資産

(1) 資金 6,198,028

(2) 未収金 175,997

(3) 販売用不動産

(4) その他 純　 資　 産　 合　 計 69,184,818

(5) 回収不能見込額 △ 76,687

流動資産合計 6,297,338

４　繰延勘定

地方公共団体全体の貸借対照表
（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

４　繰延勘定

資　　産　　合　　計 106,435,571 負 債 及 び 純 資 産 合 計 106,435,571



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,599,522 9.6% 250,010 333,760 602,285 138,402 131,537 19,219 935,023 189,286 0

（２）退職手当等引当金繰入等 156,146 0.6% 11,987 20,207 42,406 8,680 8,159 1,198 58,507 5,002 0

１ （３）賞与引当金繰入額 159,280 0.6% 13,217 20,137 38,396 8,653 8,125 1,203 58,300 11,249 0

小　　計 2,914,948 10.8% 275,214 374,104 683,087 155,735 147,821 21,620 1,051,830 205,537 0

（１）物件費 3,161,440 11.7% 596,688 574,171 467,240 759,642 177,739 41,053 533,481 11,426 0

（２）維持補修費 145,113 0.5% 106,569 13,273 5,303 2,517 10,778 873 5,800 0

（３）減価償却費 2,607,944 9.6% 1,443,665 402,737 188,195 44,623 266,898 39,516 222,310 0

小　　計 5,914,497 21.8% 2,146,922 990,181 660,738 806,782 455,415 81,442 761,591 11,426 0 0

（１）社会保障給付 11,731,960 43.3% 113,279 11,618,681 0

（２）補助金等 4,712,265 17.4% 22,475 66,560 2,721,142 1,152,457 76,050 493,563 179,301 717 0

（３）他会計等への支出額 633,387 2.3% 0 0 616,656 16,731 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

318,871 1.2% 214,263 2,367 859 28,505 72,877 0 0 0 0

小　　計 17,396,483 64.2% 236,738 182,206 14,957,338 1,197,693 148,927 493,563 179,301 717 0

（１）支払利息 524,797 1.9% 524,797

（２）回収不能見込計上額 267,766 1.0% 267,766

（３）その他行政コスト 92,559 0.3% 0 0 0 0 0 0 0 0 92,559

小　　計 885,122 3.3% 0 0 0 0 0 0 0 0 524,797 267,766 92,559

27,111,050 2,658,874 1,546,491 16,301,163 2,160,210 752,163 596,625 1,992,722 217,680 524,797 267,766 92,559

（　構　成　比　率　） 9.8% 5.7% 60.1% 8.0% 2.8% 2.2% 7.4% 0.8% 1.9% 1.0% 0.3%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 1,098,592 13,349 14,636 93,919 208,218 34,259 0 39,831 0 0 0 694,380

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 4,194,647 48,892 0 4,064,417 8,787 0 0 72,440 0 0 0 111

３ 保 険 料 2,790,946 2,790,946

４ 事 業 収 益 514,177 514,177 0 0 0 0 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 64,329 40,377 0 23,952 0 0 0 0 0 0

8,662,691 616,795 14,636 6,973,234 217,005 34,259 0 112,271 0 0 0 694,491

ｂ／ａ 32.0% 23.2% 0.9% 42.8% 10.0% 4.6% 0.0% 5.6% 0.0% 0.0% 0.0%

18,448,359 2,042,079 1,531,855 9,327,929 1,943,205 717,904 596,625 1,880,451 217,680 524,797 267,766 92,559 △ 694,491

地方公共団体全体の行政コスト計算書
自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日

２

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計 b



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 68,038,297

純経常行政コスト △ 18,448,359

一般財源

地方税 5,240,139

地方交付税 5,476,539

その他行政コスト充当財源 1,310,721

補助金等受入 7,531,682

臨時損益

災害復旧事業費 △ 35,032

公共資産除売却損益 70,831

投資損失 0

収益事業純損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 0

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 0

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0

減価償却による財源増 0

地方債償還に伴う財源振替 0

資産評価替えによる変動額 0

地方公共団体全体の純資産変動計算書
自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 69,184,818 0 0 0 0



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

11,731,960

4,712,265

524,797

地方公共団体全体の資金収支計算書
自　平成２４年４月　１日

至　平成２５年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

3,023,172

3,161,440

644,146

23,797,780

5,263,657

5,476,539

6,241,428

493,435

4,146,689

757,163

964,645

2,793,617

513,515

318,871

59,165

168,345

26,878,198

3,080,418

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

4,940,273

177,078

5,436,222

1,290,254

2,456,900

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高

1,994,563

292,556

134,754

49,696

4,602,490

△ 833,732

805,640

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

△ 1,884,910

361,776

5,836,252

6,198,028

23,178

35,000

175,983

462,978

796,893

2,681,803

359,684


